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１．関連産業の市場規模
分 野 コンテンツ 外 食 デザイン ファッション 観 光

売 上 等

事 業 所 数 等

従 業 者 数

備 考

12.0兆円
映像 4.3兆円

テレビ放送（3.5）
映像（0.3）
映画（0.2）

図書・新聞等 3.7兆円
新聞（1.5）
雑誌（1.1）
書籍（0.7）

ゲーム 1.7兆円
オンライン（1.0）
アーケード（0.4）
ソフト（0.2）

音楽・音声 1.3兆円
音楽ソフト（0.4）
カラオケ（0.4）

25.2兆円 0.3兆円 18.0兆円 15.2兆円
飲食店 13.5兆円

食堂・ﾚｽﾄﾗﾝ（9.7）
すし（1.4）
そば・うどん（1.2）

集団給食 3.4兆円
事業所（1.7）
病院（0.8）
学校（0.5）

料亭・バー等 3.0兆円
宿泊施設 2.9兆円
喫茶店･居酒屋2.2兆円

旅行業 4.6兆円
小売 2.8兆円
旅客輸送 2.6兆円
宿泊 2.3兆円
飲食 1.6兆円
ｽﾎﾟｰﾂ・娯楽 0.9兆円
文化ｻｰﾋﾞｽ 0.2兆円
輸送設備ﾚﾝﾀﾙ 0.1兆円

衣類 9.4兆円
美容品 4.7兆円
アクセサリー 2.4兆円
靴 1.5兆円

飲食 48.9万件
小売 37.7万件
旅客輸送 4.8万件
宿泊 4.2万件
旅行業 0.7万件

飲食 334.1万人
小売 298.0万人
旅客輸送 75.4万人
宿泊 72.0万人
旅行業 5.8万人

(注1) 平成24年観光地域経済調
査（観光庁）

(注1) ﾌｧｯｼｮﾝ業況調査及びｸｰﾙ
ｼﾞｬﾊﾟﾝのﾄﾚﾝﾄﾞ･ｾｯﾃｨﾝｸﾞに関す
る波及効果・波及経路の分析
（経済産業省）
(注2) 平成26年経済ｾﾝｻｽ

(注1) 平成26年特定ｻｰﾋﾞｽ産業
実態調査(経済産業省)
(注2) 平成26年経済ｾﾝｻｽ
(注3) 2014年ﾃﾞｻﾞｲﾝ政策ﾊﾝﾄﾞ
ﾌﾞｯｸ(経済産業省)

(注1) 平成27年外食産業市場規
模推計について（一般社団法人
日本ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ協会）
(注2) 平成26年経済ｾﾝｻｽ

(注1) ｺﾝﾃﾝﾂ産業の現状と今後の
発展の方向性（経済産業省）
(注2) ｱﾆﾒ産業ﾚﾎﾟｰﾄ2016（日本
動画協会）
(注3) 情報通信業基本調査報告
書（総務省、経済産業省）

グラフィック 1,228億円
マルチメディア 152億円
パッケージ 135億円
インダストリアル 118億円
インテリア 112億円

婦人・子供服 6.8万件
小売業
繊維・衣服 2.4万件
卸売業
男子服小売業 1.8万件

ﾃﾞｻﾞｲﾝ事業所 0.9万件
ｸﾞﾗﾌｨｯｸ（6,503）
ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ（764）

衣服製造業 3.6万人
婦人･子供服 34.9万人
小売業
衣類卸売業 13.0万人

総従業者数 4.1万人

デザイナー 18.0万人
ｲﾝﾊｳｽ（13.7）
ﾌﾘｰﾗﾝｽ（4.0）

アニメ制作会社 622件
放送事業企業数 509件
（参考）
ﾃﾚﾋﾞｱﾆﾒ製作本数 328本
映画公開本数 1,149本

(邦画610本)

飲食店 62.0万件
酒場・ﾋﾞﾔﾎｰﾙ（13.0）
日本料理店（5.0）
中華料理店（5.5）
そば・うどん店（3.1）
すし店（2.4）

飲食店 423.1万人
酒場・ﾋﾞﾔﾎｰﾙ（69.1）
日本料理店（46.6）
中華料理店（39.0）
そば・うどん店（21.7）
すし店（25.1）

(注1)

(注1)

(注1)

(注1)

(注1)

(注1)

(注1)

(注2)

(注2)

(注2)

(注2)

(注2)

1

(注2)

(注3)

(注1)

放送事業 3.4万人
民間放送/有線ﾃﾚﾋﾞ/NHK
放送番組制作 1.4万人

(注3)

(注3)



２．日本における外国人労働者（2016年10月）
○ 日本における外国人労働者数は108万人（前年同期比19.4％増）
○ 雇用事業所数は17万2,800カ所（前年同期比13.5％増）

出典 平成28年「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（厚生労働省）
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4%
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16%

産業別外国人労働者数
製造業

その他サービス業

卸、小売業

宿泊、飲食サービス業

教育、学習支援業

情報通信業

建設業

その他

338,535人

43,758人

139,309人

130,908人

59,963人

153,994人

内訳 建設業 164人
製造業 19,089人
情報通信業 1,221人
卸売業、小売業 45,799人
宿泊業、飲食サービス業 73,785人
教育、学習支援業 12,544人
サービス業(他に分類されないもの) 26,947人

41,104人
176,198人

■ 産業別外国人労働者(留学生)数
就労している留学生 209,657人

２

38%

22%

20%

18%

2% 0%

在留資格別外国人労働者の割合
身分に基づく

資格外活動

技能実習

専門的・技術的分野

特定活動

不明

413,389人

239,577人

211,108人

200,994人
18,652人49人

32%

16%

12%
10%

6%
5%
4%

2% 13%

国籍別外国人労働者の割合 中国(香港等を含む)

ベトナム

フィリピン

ブラジル

G7/8+オーストラリア
+ニュージーランド
ネパール

韓国

67,355人

52,770人

48,121人

26,072人 138,660人

344,658人

172,018人

127,518人
106,597人

日系人、日本人の配偶者等

留学生のアルバイト等

開発途上国への国際協力



３．外国人留学生の日本企業等への就職状況（2015年）
○ 「留学」の在留資格を有する外国人が、日本の企業等への就職を目的に行った在留資格変更

許可人数は 約１万6,000人（前年比20.8％増）

出典：平成27年における留学生の日本企業等への就職状況について
（法務省入国管理局） 3

在留資格の要件緩和

7383人, 47%

4931人, 32%

2582人, 16%

394人, 3% 367人, 2%

大学卒業者

大学院修士号、または
博士号授与者
専修学校卒業者

短期大学卒業者

その他

在日外国人留学生の最終学歴別の就職者数

9847人, 63%

1288人, 8%

1153人, 8%

649人, 4%

503人, 3%

200人, 1%
2017人, 13%

在日外国人留学生の国籍･地域別の就職者数

中国
韓国
ベトナム
台湾
ネパール
タイ
その他

※ 留学生総数 239,287人 平成28年外国人留学生在籍状況調査結果(JASSO) 在留資格変更許可申請者数 約17,000人

（参考1）働きながら日本料理を学ぶための在留資格の要件緩和
Ø 日本料理の調理業務に従事することを予定している外国人に付与される在

留資格は存在せず、外国人が働きながら日本料理を学べない。（課題）
Ø 外国人留学生（調理師）が卒業後、働きながら国内で日本料理を学ぶた

めの活動を認める（最大２年間）。（規制緩和）
認定件数：43件（平成28年度末現在）

（参考2）有効求人倍率（飲食物調理の職業）
Ø 平成29年３月の有効求人倍率は2.56倍（全体:1.45倍）と高い水準

を維持している。

3311人, 21%

1586人, 10%

1176人, 8%

533人, 3%
506人, 3%

460人, 3%459人, 3%399人, 3%
395人, 3%
347人, 2%
303人, 2%

6182人, 39%

在日外国人留学生の日本企業等への就職状況
商業・貿易
コンピューター関連
教育
電機
飲食業
機械
ホテル・旅館
旅行業
土木・建築
食品
運送機器
その他
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